
1．事業主体概要

2．ホーム概要

事業者番号 3870102401

協力医療機関「ベテル三番町クリニック」により、医師１名と当直看護師により、
深夜においても往診、緊急入院体制をとっています。
又、松山市医療圏の二次及び三次救急体制にて重症状態にも対応可能で
す。

愛媛県松山市枝松3丁目１番１３号

事業所名

（介護予防）認知症対応型共同生活介護事業の適正な運営を確保するために
人員及び管理運営に関する事項を定め、事業所の介護職員が要支援2又は
要介護状態であって認知症の状態にある高齢者に対し適正な指定（介護予
防）認知症対応型共同生活介護を提供することを目的とします。

事業所の目的

開設年月日 平成14年2月18日

グループホーム　すみれの家

重要事項説明書

事業主体名

法人の種類

有限会社ティーエムコーポレーション

有限会社

太田　睦事業所の責任者

代表取締役　門田　まゆみ

グループホーム　すみれの家

法人の理念
（介護予防）認知症対応型共同生活介護事業所を経営し、認知症である利用
者が穏やかで楽しく生きる張り合いのある生活が送れるよう介護サービスを提
供するとともに、地域福祉の向上に貢献することを理念としています。

代表者名

所在地

要支援2又は要介護者であって認知症である者について共同生活住居におい
て家庭的な環境の下で入浴、排泄、食事等の介護、その他日常生活上の世話
及び機能訓練を行うことにより、利用者がその有する能力に応じ自立した日常
生活を営むことができるように努めるものとします。

事業所の運営方針

愛媛県松山市南斎院町１２９８－1

交通の便 伊予鉄バス富久口から徒歩１０分

電話・FAX 電話：089-905-6006　　FAX：089-905-6017

敷地概要（権利関係） 自己所有 1,201.93㎡

所在地

居室の概要 6畳　26部屋（個室、冷暖房完備）

建物関係（権利関係） 自己所有 998.98㎡

共用施設の概要 台所・リビング・ダイニング・玄関・浴室・トイレ　　　他

緊急対応方法

防犯防災設備等の概要 火災報知機・消火器・スプリンクラー等



３．協力医療機関、連携施設

５．勤務体制

６．利用定員

７．サービス及び利用料等

　　　1名（介護職員兼務）

　　　1名以上 （介護職員と兼務）

　常勤　18名以上
非常勤　1名以上

管理費
　施設管理費　６，０００円／月（２００円／日）
　（使途：エレベーター、消防設備等の施設設備管理、車両維持管理、
　　　　　　共用部分の維持管理、ごみ処理費用、消耗品維持管理　等　　　）

理美容代 実費を負担していただきます。

居室の提供

食事の提供

８：００～１７：００

常勤

管理者

保険対象外サービス
下記料金に従い利用に応じ自己負担となり料金の改定は理由を付して事前に
連絡されます。

食事・排泄・入浴・着替えの介助・機能回復訓練・健康管理・相談・援助等は、
要介護度に応じて包括的に提供され、利用者の負担割合に応じた額の自己
負担となります。

保
険
対
象
外
サ
ー

ビ
ス

おむつ等その他個人
消耗費

非常勤

８：００～１７：００ １１：００～２０：００

介護職員

　１２，０００円／月

マットレス・カーテン
消毒費用

※入居時に前受利用料（家賃、管理費、食費、水光熱費）として１ヶ月分の利用料をお支払い
　　いただきます。

協力医療機関名
１：はしだクリニック
２：ベテル三番町クリニック
３：ひぐち歯科医院

（内科）
（内科　脳外科）
（歯科）

計画作成担当者

４．職員状況　（令和７年３月１１日現在）

（介護老人福祉施設）１：ウエルケア重信

　事業所の業務を統括するとともに、職員の
指揮監督及び管理運営にあたる。

　適切なサービスが提供されるよう介護計画
を作成するとともに連携する施設、病院等と
の連絡調整を行う。

連携施設

１３：００～２２：００

夜勤　３名　（２２：００～８：００）

利用者数（定員）

　家賃：４２，０００円／月

保険給付サービス

水道光熱費

退去時にベットマット及び居室カーテン消毒費用として5,000円いただきます。

実費を負担していただきます。

　利用者の介護、日常生活上の世話、レクリ
エーション等の提供にあたる。

職
務
内
容

　３６，０００円／月（朝食：３００円　昼食：４５０円　夕食：４５０円）

１７：００～２２：００１７：００～２０：００

　定員　：　２６名　（Aユニット：９名　　Bユニット：９名　 Cユニット：８名）

夜間の体制

昼間の体制
８：００～１４：００



8.介護保険給付対象サービス
厚生労働大臣が定める基準によるものであり、当該（介護予防）認知症対応型共同生活介護が法定代理受領
サービスであるときは、介護保険法による介護報酬の告示上の額として設定します。

①介護保険自己負担額（1割負担の場合）

②加算（利用者状況、職員体制により異なります。）

③入院期間中におけるグループホームの費用の取り扱いについて

　家賃：４２，０００円／月（１，４００円/日）　　

死亡日以前４日以上30日以下

　管理費　６，０００円／月（２００/日）

死亡日前日、前々日

介護福祉士が60％以上配置 １８円／日

サービス提供体制強化加算（Ⅲ）

※上記金額は、１割負担者の場合となります。

1,280円／日

保
険
対
象
外
サ
ー

ビ
ス

看取り介護加算

入居日から起算して３０日の期間について加算 ３０円／日
可能な限り生活が継続できるように日常の健康管理や医療ニーズ
が必要となった場合に、適切な対応が取れる等の体制を整備して
いる事業所である場合に算定

３７円／日

常勤職員75％以上又は勤続7年以上の職員が３０％以上配置　 ６円／日

72円／日

入院期間中については、介護サービスを利用していませんので費用について
は発生しません。

１４４円／日

死亡日以前31日以上45日以下

６８０円／日

※サービス提供体制加算（Ⅰ）（Ⅱ）（Ⅲ）のいずれかは、原則全員対象

利用者、病院又は診療所に入院後、3ヵ月以内に退院することが
明らかに見込まれる場合に退院後に円滑に入居できる体制を整
えている事業所である場合に算定

246円/日

介護福祉士が70％以上又は勤続10年以上25％以上配置 ２２円／日サービス提供体制強化加算（Ⅰ）

（要介護者全員対象）

死亡日

入院時費用
（1月に6日まで）

1ヶ月（30日計算）

入院期間中費用は発生しません。
入院期間中費用は発生しません。

　　※室料は、居室を保持しているため支払いが発生します。

実費を負担していただきます。

食事の提供

保険給付サービス

788円 23,640円

若年性認知症利用者受入加算

（該当者のみ加算）

水道光熱費

　（使途：施設設備管理、車両維持管理、共用部の維持管理、ごみ処理費用　等）

要介護３

１２０円／日

24,360円

25,350円

24,840円

保険対象外サービス

サービス提供体制強化加算（Ⅱ）

下記料金に従い利用に応じ自己負担となり料金の改定は理由を付して事前に
連絡されます。

ご家族からのご依頼があった場合のグループホーム職員の行う入院中の対応
は介護保険外となります。

22,470円

おむつ等その他個人
消耗費

居室の提供

要介護２

22,590円

介護職員等処遇改善加算（Ⅱ）
（原則全員対象）

医師の医学的知見に基づき、看取り状態に入り、家族の同意を得て、利
用者の介護計画に沿った介護サービスが提供された場合

若年性認知症の利用者に対して、担当者を決め、本人や
家族の希望を踏まえた介護サービスを行った場合に算定

介護職員の資質向上や雇用形態の改善を行い、介護職員の資質向上
やキャリア形成ができる労働環境を整備するために算定される加算

812円

入院時対応

要介護１

1日あたり介護費用

749円

753円

要支援２

（該当者のみ加算）

医療連携体制加算Ⅰハ

初期加算

要介護４ 828円

要介護５ 845円

介護度

単位数×２０．２％



9.外部評価の実施状況

10．貴重品の管理

ご利用者様の希望により、貴重品管理サービスをご利用いただけます。詳細は以下のとおりです。

○保管管理者：管理者
○出納方法：手続き概要は以下のとおりです。

但し、原則として通帳及び印鑑について預からない方向としております。

11．苦情の受付について

（１）当事業所における苦情の受付
当事業所における苦情やご相談は以下の専門窓口で受付します。

苦情受付窓口（担当者） 管理者

受付時間　　 毎週月曜日～金曜日（９：００～１７：００）

（２）　円滑かつ迅速に苦情処理を行うための処理体制・手順
ⅰ

ⅱ・管理者は、受け付けた苦情に対し事実関係の確認を行う。
・事業所において処理できない苦情については、行政窓口等の関係機関と連絡を取り指示に従う。

ⅲ・担当者は、把握した状況を管理者とともに検討を行い、苦情に対してスタッフ全員で検討会議を行う。
ⅳ・検討の結果は速やかに具体的な対応に努め、苦情申し出人へ対応方法を含めた結果報告を行う。
ⅴ・相談・苦情等について苦情受付から解決・改善までの経過と結果について書面に記録する。
ⅵ・ 担当者は、苦情申出人に改善を約束した事項について、一定期間経過後報告する。

（３）行政機関その他苦情受付機関
各市町村介護保険担当課及び下記へお問合せください。

愛媛県国民健康保険団体連合会 住所：松山市高岡町101-1 電話：089-968-8700
受付：平日月曜日～金曜日（8：30～17：15）

松山市指導監査課 住所：松山市二番町4丁目7番地2 電話：089-948-6968
受付：平日月曜日～金曜日（8：30～17：15）

愛媛県福祉サービス運営適正化委員会 住所：松山市持田町3丁目8番15号 電話：089-998-3477
受付：平日月曜日～金曜日（9：00～12：00　13：00～16：30）

・担当者は、利用者からの苦情を随時受け付ける。
・担当者は利用者からの苦情に際し、利用者の状況を詳細に把握するため必要に応じ訪問を実施し、
　苦情の内容、苦情申出人の要望・希望等を書面に記載しその内容について苦情申し出人に確認する。

①事業所内にて、掲示及び閲覧できる場所へ配置する。
②評価結果について、運営推進会議にておいて説明を行う。

実施の有無 直近の外部評価公表日

外部評価実施表機関

独立行政法人福祉医療機構が運営する「福祉保健医療情報ネットワーク学科
（WAMNET)にて公開

評価機関

公表方法

有　・　無

・保管管理者は預かり金の出金の際は、個人小口管理台帳に必要事項を記載し領収書等は保管します。

平成29年9月25日

社会福祉法人愛媛県社会福祉協議会

事業所

・預かり金等の管理については、個人別に作成した個人小口管理台帳により行います。
・保管管理者は預け入れに関して内容・金額に関して相互に確認し、預り証を利用書に交付します。

・保管管理者は毎月入出金の状況を家族に報告し、領収書等をお渡しします。

○お預かりするもの：小口現金お預かり金（３万円以下）
　　　　　　　　　　　　預金通帳及び金融機関へ届出た印鑑（会社社長が特に必要と認めたもの）

○預金通帳及び金融機関へ届出た印鑑の管理については規程を別に定めます。

電話：089-905-6006

太田　睦

FAX：089-905-6017



12.　事故発生時の対応について

13.　緊急時における対応方法

14．　非常災害対策

15．　入居にあたっての留意事項

16．　秘密保持の厳守

17．　個人情報の保護
　　　

18.記録の整備等

19.虐待の防止のための措置に関する事項
事業者は、利用者の人権の擁護・虐待の防止のため次の措置を講ずるものとします。
１）虐待の防止に係る対策を検討するための委員会（テレビ電話装置等を活用して行うこともできるものとする）
　　を定期的に開催するとともに、その結果について、従業者に十分に周知します。
２）虐待の防止のための指針を整備します。
３）従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施します。
４）前三号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置きます。
事業者は、サービス提供中に、当事業所従事者又は養護者（利用者の家族等高齢者を現に擁護する者）に
よる虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに、これを市町村に通報するものとします。

に、世話人等の従業者に対し研修を実施する等の措置を講ずるものとします。

20.身体拘束に関する事項

（７）当事業所内へのペットの持ち込み及び飼育については、他の利用者及び衛生面を考慮し

（１）来訪者は、面会時間を遵守し、必ずその都度職員へ申し出るものとします。
（２）外泊、外出の際には、必ず行き先と帰宅時間を職員に申し出るものとします。
（３）当事業所内の居室や設備、器具は本来の方法に従って利用するものとします。
（４）喫煙は決められた場所以外では禁止。飲酒は管理者の指示により行うものとします。

・事業者の責任により利用者に生じた損害については、速やかにその損害を補償します。ただし、その損害の

１）防災対応：消防計画に基づき速やかに消火活動に努めるとともに、避難・誘導にあたります。

　場合があります。

　は、協力医療機関はもとより救急病院との連携により対応いたします。

　発生について利用者の故意または重大な過失が認められる場合には、事業者の損害賠償責任を減じる

・事故発生後は速やかに関係市町村に報告し、再発防止に努めます。

　同意しているもの以外に、利用者またはその家族の同意なく第三者に個人情報の提供をいたしません。

１）事業所は、自ら作成または取得し、保存している利用者等の個人情報について、個人情報の保護に関
　する法律その他関連法規及び、事業所の諸規則に則り、適正な取り扱いを行います。
２）事業者は、法令規則により公的機関あて報告が義務づけられているもの、及び緊急の場合の医療機関

３）防災訓練：消防法に基づき、消防計画等の防災計画を立て職員及び利用者が参加する消火通報、
　　　　　　　　　避難訓練を年間計画で実施します。

・事故が発生した場合は、応急処置等適宜適切な対応をいたします。緊急を要する人身事故等において

　等への利用者の心身等に関する情報提供、その他、利用者が「個人情報の使用に係る同意書」にて予め

秘密を正当な理由なく第三者に漏らしません。この守秘義務は、雇用契約終了後も同様といたします。

・サービス利用中に利用者の心身の状況に異変その他緊急事態が生じた場合は、速やかに主治医

事業者は、利用者に対するサービスの提供に関する次の諸記録、その他重要な帳簿を整備するものとします。
　１） 利用料等に関する重要な関係書類
　２） 介護計画、その実施状況及び目標の達成状況、その他サービス提供に関する諸記録
　３） その他事業所運営に関して重要な書類

事業所及びすべての従業者は、サービス提供する上で知り得た利用者及びその家族に関する

　もしくは協力医療機関に連絡し、適切な処理を行います。

　 　適宜対応するものとします。

（５）騒音等他の利用者の迷惑になる行為は禁止するものとします。
（６）当事業所内で他の利用者に対する宗教活動及び政治活動は禁止するものとします。

２）防災設備：防火設備、非常放送設備等、必要設備を設けます。

前項に関する書類は、その完結の日から5年間保存します。

法人及び事業所は、利用者の人権の保障、虐待の防止等のため、必要な体制の整備を行うととも

1)事業所は、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、
　利用者に対する身体的拘束その他行動を制限する行為を行いません。
２）事業所は，やむを得ず前項の身体拘束等を行う場合には，その態様及び時間，その際の利用者の心
　状況並びに緊急やむを得ない理由など必要な事項を記録することとします。
３）身体拘束等の適正化について、指針の整備と併せ、法人の設置する身体拘束適正化委員会にてその対策を
　検討するとともに、その結果について、職員に周知徹底を図るともに、研修を実施します。



21.衛生管理
１）事業所は、利用者の使用する施設、食器その他の設備又は飲用に供する水について、衛生的な管理に
　努めるとともに、衛生上必要な措置を講じるものとします。
２）事業所は、事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように次の各号に掲げる措置を講じます
　（１）事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等
　　　を活用して行うことができるものとする）をおおむね６月に１回以上開催するとともに、その結果について、
　　　従業者に周知徹底を図ります。
　（２）事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備します。
　（３）事業所において、従業者に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を定期的に
　　　実施します。

２２.業務継続計画の策定等
１）事業所は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対するサービスの提供を継続的に実施する
　　ための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継続計画」という）を策定し、
　　当該業務継続計画に従い必要な措置を講じます。
２）事業所は、従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に
　　実施するものとします。
３）事業者は、定期的な業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行います。

２３.その他運営に関する重要事項

　保険法第８条第２項に規定する政令で定める者等の資格を有する者その他これに類する者を除く）に対し、
　認知症介護に係る基礎的な研修を受講させるために必要な措置を講じるものとする。

重要事項の説明を行いました。

印

の提供開始に同意しました。

年 月 日

印

利用者代理人又は身元引受人

印

令和

氏　　　名

(介護予防）認知症対応型共同生活介護サービスの提供の開始に際し、本書面に基づき

私は、本書面に基づいて事業から重要事項の説明を受け、（介護予防）認知症対応型共同生活介護サービス

グループホーム　すみれの家

説明者役職氏名

利用者氏名

住　　　所

１）法人及び事業所は、世話人等の従業者の専門性向上のための研修の機会を設けるものとし、また、業務
　体制を整備する。事業者は、全ては介護事業者（看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、介護

２）従業者は、正当な理由なく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らさないようにします。
３）従業者であった者に、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持させるため、従業者でなくなった

　ものとします。

　後においても秘密を保持するべき旨を、従業者との雇用契約の内容とします。
４）事業者は、従業者、設備・備品及び会計に関する諸記録を整備するとともに、当該記録を完結の日から
　５年間保存します。
５）事業者は、事業所の見えやすい場所に、運営規程の概要、従業者の勤務体制その他利用申込者のサー
　ビスの選択に資すると認められる重要事項を掲示するものとします。
６）この規程に定める事項のほか、運営に関する重要事項は、事業所の管理者との協議に基づいて定める




